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1.  22年12月期の業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 9,194 2.7 342 31.6 350 26.7 122 500.9
21年12月期 8,955 △3.2 260 △20.7 276 △18.9 20 △85.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年12月期 17.44 ― 3.3 5.1 3.7
21年12月期 2.91 ― 0.6 3.9 2.9
（参考） 持分法投資損益 22年12月期  △8百万円 21年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 6,922 3,788 54.3 534.47
21年12月期 6,859 3,716 53.7 524.17
（参考） 自己資本   22年12月期  3,757百万円 21年12月期  3,685百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年12月期 870 △218 △395 712
21年12月期 530 △196 △306 458

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計） 配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年12月期 ― 3.50 ― 3.50 7.00 49 240.9 1.3
22年12月期 ― 3.50 ― 5.00 8.50 59 48.7 1.6
23年12月期 

（予想）
― 5.00 ― 5.00 10.00 30.6

3.  23年12月期の業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

4,574 4.6 80 49.6 90 57.7 7 ― 1.00

通期 10,000 8.8 530 54.9 560 59.9 230 87.6 32.71

- 1 -



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期 7,056,200株 21年12月期 7,056,200株
② 期末自己株式数 22年12月期  25,300株 21年12月期  25,300株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、３ページ「１．経営成績 （1）経営成績の分析」をご覧ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

 ①当事業年度の経営成績 

当事業年度におけるわが国経済は、アジアの新興国を中心とした海外経済の好調を背景に企業収益は改善し政

府の景気浮揚策により個人消費の上向きがあるも、依然として厳しい雇用情勢や原油価格等の資源高により、景

気の先行きは不透明な状況が続いております。 

外食産業界においては、将来の不安を抱える消費者の生活防衛意識は強く、依然として低価格志向が続く傾向

が見受けられました。 

このような環境の下で当社は、直営事業はＱＳＣの改善活動や「ハッピー食事券」等の積極的な販売促進活動

の実施により、売上既存店昨対は前年同期比を100％以上とすることが出来ました。一方で、ＦＣ加盟店の末端売

上は、本部支援による販売促進の実施とスーパーバイザーによる加盟店指導強化等により、改善方向にありま

す。 

また、国内加盟店開発においては、従来の個人加盟店候補に加え法人加盟店へのアプローチの実施で、加盟締

結38件に加え、年初より準備してきた、資金力のある大型法人加盟店を開発する仕組みが完成し、６件の加盟契

約を締結いたしました。 

販売促進活動として、前期より引き続き「ご長寿サービス」や第３四半期限定で上海旅行が当たる「スペシャ

ルハッピー食事券」販売の実施で多くのお客様のリピートや新たな来客動機づけに努めました。また、12月には

得得直営店とＦＣ店舗との共同で「大感謝祭」の実施により、固定客の増加に努めました。 

当事業年度末の店舗数は、直営店114店、ＦＣ店舗102店、提携店舗６店、海外ＦＣ店舗11店の合計233店舗と

なりました。 

直営事業として新規出店による店舗数増加７店と、スクラップおよびＦＣ化による店舗数減少、計10店があ

り、当事業年度末における直営店舗数は114店舗となりました。 

ＦＣ事業は、新規加盟契約は44件締結し、17店を新規出店いたしました。また退店は17店でありましたが、こ

れには後継者問題によるものと業績不振によるものとが含まれ、当事業年度末のＦＣ店舗数は102店舗となりまし

た。 

前期より推進してまいりました提携事業（技術供与と食材供給を行なうもの）として、ネクスコ東日本グルー

プによる「笠間製麺処」（12月オープン）の出店を支援しました。同様の方式による出店は、平成21年の「羽生

製麺処」に次いで２店目となります。この他に、居酒屋との提携事業として４店舗を獲得し、当事業年度末の提

携店舗数は６店舗となりました。 

海外における日本食レストラン事業の状況は、３月に中国上海（石門一路）に１号店、４月に中国上海（豫

園）に２号店、７月にタイ（セントラルプラザラーマⅢ）３号店、８月にタイ（パラダイスパーク）４号店、９

月にタイ（ナワミンシティ アベニュー）５号店、９月にタイに新業態「大阪串屋」を、10月にシンガポール

（プラザシンガプーラ）に家族亭１号店を出店し、当事業年度末の海外ＦＣ店舗は11店舗となりました。 

また、８月にインド国のアバカス社と合弁会社の設立を決議し12月に合弁契約書を締結いたしました。12月に

は、タイ国ＫＰＮ社と株式会社キンレイと合同で合弁会社設立の契約を締結し、設立した合弁会社のイースタン

キュイジーヌ社と当社とがマスターＦＣ契約書を締結しました。また、タイ国のソンブン社には、当社が独自に

開発した新業態「ショーキッチン」の技術支援および商標使用許諾契約書を締結いたしました。 

以上の営業活動の結果、当期の売上高は91億９千４百万円（対前期比2.7％増）、営業利益３億４千２百万円

（同31.6％増）、経常利益３億５千万円（同26.7％増）となりました。閉店による固定資産廃却損や減損損失等

を特別損失として８千４百万円計上しました結果、当期純利益１億２千２百万円（前期は２千万円）となり、増

収増益となりました。 

なお、有利子負債は、前事業年度の18億１千４百万円から３億３千９百万円減少し、14億７千５百万円となり

ました。 

次期の見通しといたしましては、平成23年度内における外食市場全体としての本格的回復は期待できず、平成

22年度と同様に、積極的な販促・価格政策を実施した企業は回復し、そうでないところは回復が遅れるという状

況が続くものと予想されます。その中で、当社は直営およびＦＣの既存店事業においては、継続的なＱＳＣの向

上とハッピー食事券等の積極的販促活動により、売上既存店昨対100％以上の実現を目指します。コストコントロ

ールの更なる強化により、利益基盤を実現してまいります。 

次に、平成23年度には小麦粉、そば粉、てんぷら油、鶏肉、卵等の市場価格の値上がり予想されております。

これに対しては、当社は他の食材コストや販管費の削減を行なうとともに、他社との共同仕入れ活動の拡大によ

り、上記アイテムのコスト上昇を吸収していく予定です。 

さらに、大型法人加盟店の獲得強化や新たな海外ＦＣ加盟店契約の獲得等のためにも、人材育成や中途採用に

注力してまいります。  

通期の業績は、売上高100億円、営業利益５億３千万円、経常利益５億６千万円、当期純利益２億３千万円を

見込んでおります。 

１．経営成績
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(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

 当事業年度末における流動資産の残高は、17億７千１百万円（前事業年度は13億３千４百万円）となり、４億

３千６百万円増加いたしました。その主な要因といたしましては、現金及び預金が２億６千２百万円と売掛金が

１億４千万円増加したこと等によります。 

（固定資産）  

 当事業年度末における固定資産の残高は、51億５千万円（前事業年度は55億２千４百万円）となり、３億７千

３百万円減少いたしました。その主な要因といたしましては、有形固定資産は店舗の出店および土地の取得によ

り増加いたしましたが、店舗閉店および減価償却費の計上により１億２千３百万円減少、無形固定資産はのれん

代の償却等により２億２千１百万円減少、投資その他の資産は関係会社出資金が５千４百万円、敷金及び保証金

が１千７百万円増加しましたが、長期預金が５千万円、長期貸付金が５千万円減少したこと等によります。 

（流動負債） 

 当事業年度末における流動負債の残高は、20億４千４百万円（前事業年度は18億９千７百万円）となり、１億

４千６百万円増加いたしました。その主な要因といたしましては買掛金が３千３百万円増加、未払法人税等が１

億１百万円が増加したこと等によります。 

（固定負債） 

 当事業年度末における固定負債の残高は、10億８千９百万円（前事業年度は12億４千５百万円）となり、１億

５千６百万円減少いたしました。その主な要因といたしましては長期借入金が１億７千３百万円減少したこと等

によります。 

（純資産） 

 当事業年度末における純資産の残高は、37億８千８百万円（前事業年度は37億１千６百万円）となり、７千２

百万円増加いたしました。その主な要因といたしましては、繰越利益剰余金が７千５百万円増加したこと等によ

ります。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益の増加と法人税等の

支払額が減少したことにより、前事業年度末に比べ２億５千４百万円増加して７億１千２百万円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、８億７千万円（前年同期は５億３千万円の収入）となりました。これは主

に、税引前当期純利益の計上（２億６千７百万円）、減価償却費の計上（２億９千３百万円）、のれん償却額の

計上（２億２千３百万円）等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により使用した資金は、２億１千８百万円（前年同期は１億９千６百万円の支出）となりました。こ

れは主に、有形固定資産の取得による支出（２億１千６百万円）等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により使用した資金は、３億９千５百万円（前年同期は３億６百万円の支出）となりました。これは

主に、長期借入れによる収入（４億円）、長期借入金の返済による支出（△７億９百万円）等によるものです。 
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 (参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移 

   自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

 （注１）株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式を除く）により算出しております。 

 （注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

  (注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社は、株主の皆様に対し利益還元を行うことを、経営上の最重点課題と位置付け、将来の事業展開と経営体質の

強化のため必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当政策を継続していくことを基本方針としております。 

 当社は、上記方針に基づき当事業年度は、中間配当金として、１株につき３円50銭を実施いたしました。また、期

末配当金は１株につき５円とし、年間配当金は８円50銭を予定しております。次期の年間配当金につきましては、１

株につき10円（うち中間配当金５円）を予定しております。 

  

  平成19年３月期 平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期

自己資本比率（％）  48.4  48.0  51.0  53.7  54.3

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 54.9  50.0  43.0  50.2  52.1

キャッシュ・フロー対有利子負

債比率（％） 
 386.3  418.5  239.4  342.1  169.4

インタレスト・カバレッジ・レ

シオ（倍） 
 16.4  18.1  22.6  16.1  31.7
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(4）事業等のリスク 

  投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

  なお、文中の将来に関する事項には、当事業年度末において当社が判断したものであります。 

① 外食産業の景気動向と競合について 

 当社の属する外食産業におきましては、雇用不安等による個人消費の低迷や弁当、惣菜等の中食市場との競争

等により事業環境は厳しい状況にあります。この傾向は今後も継続することが予想されます。この不況等の影響

が業績予想において想定する限度以上のものとなった場合、業績に影響を与える可能性があります。 

② 原材料の価格について 

 当社の主要原材料である小麦粉・蕎麦粉・油・海老・鶏肉等は輸入しており、海外市況や円換算レートにより

価格が変動します。円高・デフレ等の影響で仕入コストにつきましては底値価格での交渉が可能でしたが、外部

環境の変化の中で価格上昇も認めざるを得ない場合、業績に影響を与える可能性があります。 

③ 天候不順に関するリスク 

 当社の売上高は、季節的変動による影響を受けます。また、昨今毎年のように見られる地球規模による天候不

順等の予測できない自然的要因により当社の業績に影響を与える可能性があります。 

④ 食の安全と衛生管理について 

   当社は、「食品衛生法」に準拠し、食材の品質管理、店舗および工場の衛生管理については最大限の注意を払っており

ますが、店舗の営業において食中毒等の重大な衛生問題が発生した場合、一定期間の営業停止や営業取り消し等の処

分を受ける可能性があり、業績に影響を与える可能性があります。 

⑤ 敷金及び保証金について 

  当社は、店舗の土地および建物を賃貸する出店を基本としております。このため、店舗用土地および建物の契

約時に賃貸人に対して保証金を差入れます。当事業年度末日の差入保証金の残高は、21億８千２百万円（総資産

に対し31.5%）であります。当該保証金は、契約満了等による賃貸借契約の規定に従い返還されることになってお

りますが、賃貸人側の事情等によりその一部又は全額の返還を受けられないことがあります。そこで当社では差

入保証金の回収可能性を検討の上、賃貸人の信用状況などを慎重に考慮し、必要に応じて貸倒引当金の計上を行

いリスクの軽減を図っておりますが、業績に影響を与える可能性があります。 

⑥ フランチャイズ・チェーン展開について 

  当社ではフランチャイズ契約に基づくフランチャイズ・チェーン展開を行っております。この契約により、当

社はフランチャイズ店舗からのロイヤリティ収入等を収受しております。当該フランチャイズ加盟店の減少や業

績の悪化が生じた場合、フランチャイズ・チェーン展開が計画通りに実現できないことおよびロイヤリティ収入

等が減少すること等により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社では、フランチャイズ加

盟店に対して衛生管理等の店舗運営指導を実施しております。しかし、フランチャイズ加盟店において当社の指

導に従ったサービスの提供が行われない場合や衛生管理面の問題が生じた場合、業績に影響を与える可能性があ

ります。 

⑦ 海外取引および海外事業に関するリスク 

  海外において、経済成長の鈍化、個人消費の停滞、不安定な政治・経済情勢、法律や政策の変更、テロ活動、

伝染病の発生等の事項が発生した場合、または海外取引もしくは海外事業に伴う物流、品質管理、課税等に問題

が発生した場合、当社の事業および業績に悪影響を与える可能性があります。 

⑧ 法規制について 

 当社が属している外食産業においては「食品衛生法」をはじめとする食品衛生関係のほか、環境関係、設備関

係、労働関係、フランチャイズ・チェーン関係などの様々な法規制を受けています。これらの法規制等が変更お

よび強化された場合には、新たな費用が発生することにより、業績に影響を与える可能性があります。 

⑨ 金利上昇について 

 当社の総資産に占める有利子負債は、21.3％であり、金利上昇による支払利息増加により、業績に影響を与え

る可能性があります。 

⑩ 為替変動による影響について 

  当社の現在の海外取引においての為替変動リスクは僅少ではありますが、今後の海外店舗展開において、外国

子会社からのロイヤリティ受取および厨房機器・資材等の供給に伴う同社への売掛金および貸付金等の期末評価

為替換算により為替差損益の発生が予想されます。今後の為替変動が当社の想定を超える大きな変動があった場

合、業績に影響を与える可能性があります。 

⑪ 減損会計について 

 店舗の営業損益に悪化が見られ、その状況の回復が見込まれない場合、固定資産及びリース資産について減損

会計を適用し、業績に影響を与える可能性があります。 
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 当社は「そば・うどん」を主とした飲食店の経営と、フランチャイズ加盟店へ業務用食材等の販売をしておりま

す。また、当社の親会社としてＣＣＰ３株式会社（投資事業有限責任組合キャスキャピタルファンド三号を管理・運

営する無限責任組合員）があります。 

事業系統図は次のとおりであります。 

 
  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社はお客様に美味しさ、品質、価格で価値を認めていただける商品の開発と店舗展開に努め、収益力を基本に

置いた効率経営を進めてまいります。同時に、外食企業の原点として、お客様に安全な商品を安心して食べていた

だくための品質管理対策を継続して推進してまいります。 

(2）目標とする経営指標 

 当社は、売上高および経常利益の成長のなかで、安全・安定性の向上を目指し、売上高経常利益率を重視し、改

善に取り組んでおりますが、さらに、資本・資産効率をより意識した経営を進めていく考えであります。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

   当社は、中長期的な基本戦略方針として、直営事業では既存店を重視した利益確保を行いつつ、ＦＣ事業におい

てスピード感を持って事業を積極的に拡大するものとする。  

   直営事業は、顧客ニーズを捉えた商品設計やプロモーション、店内改装等、既存店の収益力を高める施策を実

行。店舗のスクラップアンドビルドと組み合わせて、現状の利益水準程度の維持を目標とする。また、ＦＣ事業に

投入すべき人材の育成とノウハウの開発を行う。  

   ＦＣ事業の成長は、大型法人加盟店の開発（国内）と、地域単位で複数店舗の出店を確約するマスターＦＣ契約

の締結（海外）が柱であり、これらに注力する。また、これらＦＣ事業の安定的な成長のために「ＦＣ管理プラッ

トフォーム（基盤）」を強化する。 

   以上の経営戦略に基づき、顧客満足度の向上と外食事業を通じた社会貢献を両立させ、企業価値の向上を伴う持

続的な成長を実現して参る所存です。 

   経営成績としましては、2015年12月期に売上134億円、経常利益12億円の実現を目指します。 

(4）会社の対処すべき課題 

将来の利益体制確立のために、①国内における直営およびＦＣ・提携店舗の開発、②海外における既存マスタ

ーＦＣ契約に基づく新店舗の増加と新たなマスターＦＣ契約の獲得、③ＦＣ管理プラットフォーム（基盤）の強化

と新業態の開発とを実施してまいります。 

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 

      

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 479,113 741,993

売掛金 440,262 580,813

有価証券 20,000 20,000

商品及び製品 14,423 12,183

原材料及び貯蔵品 149,960 166,319

前払費用 82,104 73,953

繰延税金資産 33,523 34,127

未収入金 84,571 124,492

その他 36,865 20,734

貸倒引当金 △6,225 △3,609

流動資産合計 1,334,598 1,771,006

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,490,072 4,451,147

減価償却累計額 △2,823,803 △2,928,029

建物（純額） ※1  1,666,269 ※1  1,523,117

構築物 113,482 118,994

減価償却累計額 △89,834 △94,467

構築物（純額） 23,648 24,527

機械及び装置 150,249 150,249

減価償却累計額 △144,895 △146,718

機械及び装置（純額） 5,353 3,530

車両運搬具 3,748 3,748

減価償却累計額 △3,273 △3,497

車両運搬具（純額） 474 250

工具、器具及び備品 741,429 746,797

減価償却累計額 △617,791 △643,074

工具、器具及び備品（純額） 123,638 103,723

土地 ※1※2  930,435 ※1※2  970,735

リース資産 20,872 20,872

減価償却累計額 △2,087 △6,261

リース資産（純額） 18,785 14,610

建設仮勘定 3,387 7,939

有形固定資産合計 2,771,992 2,648,435

無形固定資産   

のれん 316,641 93,129

借地権 4,850 4,850

リース資産 11,134 8,664

その他 14,545 18,614

無形固定資産合計 347,170 125,258
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  42,722 ※1  41,141

長期預金 50,000 －

出資金 1,672 1,592

関係会社出資金 － 54,996

長期貸付金 87,970 37,825

繰延税金資産 6,714 16,638

長期前払費用 21,901 34,701

敷金及び保証金 ※1  2,164,791 ※1  2,182,615

役員に対する保険積立金 17,974 －

その他 15,362 14,025

貸倒引当金 △3,813 △6,232

投資その他の資産合計 2,405,297 2,377,305

固定資産合計 5,524,461 5,150,999

資産合計 6,859,059 6,922,005

負債の部   

流動負債   

買掛金 435,498 469,003

短期借入金 ※1  120,000 ※1  110,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  672,848 ※1  536,976

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

リース債務 6,644 6,644

未払金 361,914 420,127

未払費用 142,077 135,674

未払法人税等 19,797 121,188

預り金 71,939 166,350

未払消費税等 44,972 46,758

その他 1,749 11,293

流動負債合計 1,897,441 2,044,016

固定負債   

社債 70,000 50,000

長期借入金 ※1  931,870 ※1  758,240

リース債務 23,275 16,631

再評価に係る繰延税金負債 ※2  67,873 ※2  67,873

退職給付引当金 29,551 48,102

役員退職慰労引当金 41,422 49,487

長期預り保証金 80,072 98,180

その他 1,431 895

固定負債合計 1,245,496 1,089,409

負債合計 3,142,938 3,133,426
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,465,784 1,465,784

資本剰余金   

資本準備金 1,425,506 1,425,506

資本剰余金合計 1,425,506 1,425,506

利益剰余金   

利益準備金 61,975 61,975

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 30,613 28,889

別途積立金 930,000 930,000

繰越利益剰余金 251,557 326,679

利益剰余金合計 1,274,147 1,347,544

自己株式 △13,915 △13,915

株主資本合計 4,151,522 4,224,919

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 8,579 7,640

土地再評価差額金 ※2  △474,730 ※2  △474,730

評価・換算差額等合計 △466,150 △467,090

新株予約権 30,750 30,750

純資産合計 3,716,121 3,788,579

負債純資産合計 6,859,059 6,922,005
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高   

店舗売上高 7,720,142 7,787,589

ＦＣ売上高 1,220,451 1,401,066

その他の売上高 15,368 6,235

売上高合計 8,955,961 9,194,891

売上原価   

店舗売上原価 6,909,783 6,876,446

ＦＣ売上原価 689,769 740,309

その他の原価 9,365 3,791

売上原価合計 7,608,919 7,620,548

売上総利益 1,347,042 1,574,343

販売費及び一般管理費 ※1  1,086,949 ※1  1,232,135

営業利益 260,093 342,207

営業外収益   

受取利息 6,295 4,557

受取配当金 981 956

不動産賃貸料 68,945 67,802

その他 22,058 12,120

営業外収益合計 98,281 85,436

営業外費用   

支払利息 32,873 27,441

社債利息 755 736

不動産賃貸費用 42,357 40,310

その他 5,940 8,942

営業外費用合計 81,926 77,430

経常利益 276,448 350,214

特別利益   

固定資産売却益 － ※2  352

貸倒引当金戻入額 － 465

その他 375 －

特別利益合計 375 817

特別損失   

固定資産廃却損 ※3  44,544 ※3  44,164

固定資産売却損 ※4  25,480 －

店舗閉鎖損失 ※5  47,971 ※5  9,074

減損損失 ※6  34,115 ※6  23,664

その他 7,271 7,126

特別損失合計 159,383 84,029

税引前当期純利益 117,439 267,001

法人税、住民税及び事業税 95,021 154,274

法人税等調整額 2,013 △9,886

法人税等合計 97,035 144,387

当期純利益 20,404 122,613
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イ 店舗売上原価 

 （注）※１．調理材料費には、西宮工場及び関西工場で製造した半製品振替高が第59期209,985千円、第60期198,913千

円含まれております。 

※２．店舗経費のうち主なものは次のとおりであります。 

３．原価計算の方法 

原価計算基準による総合原価計算に準じて、各営業店舗における材料費、労務費及び経費の発生額を店舗

売上原価として計算しております。 

ロ ＦＣ売上原価 

 ＦＣの売上原価は次のとおりであります。 

売上原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 調理材料費 ※１  2,173,485  28.8  2,244,669  29.7

Ⅱ 店舗労務費    2,585,904  34.2  2,542,399  33.7

Ⅲ 店舗経費 ※２  2,790,332  37.0  2,766,892  36.6

当期総店舗費用    7,549,723  100.0  7,553,961  100.0

ＦＣ売上原価へ振替高    △630,711        △673,967      

その他売上原価へ振替高    △9,227        △3,547      

当期店舗売上原価    6,909,783        6,876,446      

                           

項目 
前事業年度 

（自 平成21年１月１日  
  至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日  

  至 平成22年12月31日） 

消耗品費        214,719千円         千円 202,267

水道光熱費        466,446千円         千円 451,315

賃借料          1,096,971千円           千円 1,097,850

共益費負担金        213,511千円         千円 217,193

衛生費       84,011千円        千円 85,848

減価償却費        261,585千円         千円 251,261

    
前事業年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 半製品振替高    59,057  8.6  66,341  9.0

Ⅱ 調理材料振替高    630,711  91.4  673,967  91.0

当期ＦＣ売上原価    689,769  100.0  740,309  100.0
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     ハ その他売上原価 

       同業他社に販売した調理材料の売上原価は次のとおりであります。 

ニ 工場製造原価 

 （注）※１．工場経費のうち主なものは次のとおりであります。 

 ２．原価計算の方法 

 西宮工場及び関西工場では品種別総合原価計算を行っております。 

    
前事業年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 半製品振替高    138  1.5  244  6.5

Ⅱ 調理材料振替高    9,227  98.5  3,547  93.5

当期その他売上原価    9,365  100.0  3,791  100.0

                           

    
前事業年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 原材料費    205,878  76.0  194,861  74.0

Ⅱ 工場労務費    33,021  12.2  36,039  13.7

Ⅲ 工場経費 ※１  31,893  11.8  32,359  12.3

当期総製造費用    270,793  100.0  263,260  100.0

当期半製品製造原価    270,793        263,260      

期首半製品棚卸高    12,812        14,423      

期末半製品棚卸高    14,423        12,183      

計    269,181        265,500      

                           

上記のうち                          

調理材料へ振替高    (209,985)        (198,913)      

ＦＣ売上原価へ振替高    (59,057)        (66,341)      

その他売上原価へ振替高    (138)        (244)      

項目 
前事業年度 

（自 平成21年１月１日  
  至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日  

  至 平成22年12月31日） 

減価償却費      6,995千円       千円 6,874
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,460,824 1,465,784

当期変動額   

新株の発行 4,960 －

当期変動額合計 4,960 －

当期末残高 1,465,784 1,465,784

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,420,546 1,425,506

当期変動額   

新株の発行 4,960 －

当期変動額合計 4,960 －

当期末残高 1,425,506 1,425,506

資本剰余金合計   

前期末残高 1,420,546 1,425,506

当期変動額   

新株の発行 4,960 －

当期変動額合計 4,960 －

当期末残高 1,425,506 1,425,506

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 61,975 61,975

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 61,975 61,975

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 32,452 30,613

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △1,838 △1,724

当期変動額合計 △1,838 △1,724

当期末残高 30,613 28,889

別途積立金   

前期末残高 930,000 930,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 930,000 930,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 278,461 251,557

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 1,838 1,724

剰余金の配当 △49,147 △49,216

当期純利益 20,404 122,613

当期変動額合計 △26,904 75,121

当期末残高 251,557 326,679
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 1,302,890 1,274,147

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △49,147 △49,216

当期純利益 20,404 122,613

当期変動額合計 △28,743 73,397

当期末残高 1,274,147 1,347,544

自己株式   

前期末残高 △13,769 △13,915

当期変動額   

自己株式の取得 △145 －

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 △145 －

当期末残高 △13,915 △13,915

株主資本合計   

前期末残高 4,170,490 4,151,522

当期変動額   

新株の発行 9,920 －

剰余金の配当 △49,147 △49,216

当期純利益 20,404 122,613

自己株式の取得 △145 －

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 △18,968 73,397

当期末残高 4,151,522 4,224,919

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 13,831 8,579

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,251 △939

当期変動額合計 △5,251 △939

当期末残高 8,579 7,640

土地再評価差額金   

前期末残高 △474,730 △474,730

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △474,730 △474,730

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △460,899 △466,150

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,251 △939

当期変動額合計 △5,251 △939

当期末残高 △466,150 △467,090
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

新株予約権   

前期末残高 31,125 30,750

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △375 －

当期変動額合計 △375 －

当期末残高 30,750 30,750

純資産合計   

前期末残高 3,740,716 3,716,121

当期変動額   

新株の発行 9,920 －

剰余金の配当 △49,147 △49,216

当期純利益 20,404 122,613

自己株式の取得 △145 －

自己株式の処分 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,626 △939

当期変動額合計 △24,594 72,458

当期末残高 3,716,121 3,788,579
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 117,439 267,001

減価償却費 305,329 293,873

のれん償却額 223,511 223,511

退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,673 18,551

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7,315 8,065

貸倒引当金の増減額（△は減少） 10,038 △196

受取利息及び受取配当金 △7,277 △5,514

支払利息 32,873 27,441

社債利息 755 736

有形固定資産廃却損 44,544 44,164

減損損失 34,115 23,664

店舗閉鎖損失 47,971 9,074

固定資産売却損益（△は益） 25,480 352

売上債権の増減額（△は増加） △65,404 △155,485

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,157 △14,119

仕入債務の増減額（△は減少） △25,241 33,504

未払費用の増減額（△は減少） △112 △12,816

未払消費税等の増減額（△は減少） △6,898 1,785

その他 43,467 157,623

小計 791,423 921,216

利息及び配当金の受取額 7,356 5,720

利息の支払額 △32,752 △27,674

法人税等の還付額 － 37,547

法人税等の支払額 △235,576 △65,934

営業活動によるキャッシュ・フロー 530,450 870,874

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △29,000

定期預金の払戻による収入 50,000 71,000

関係会社出資金の払込による支出 － △54,996

有形固定資産の取得による支出 △252,889 ※2  △216,430

有形固定資産の売却による収入 4,280 33,447

無形固定資産の取得による支出 △1,074 △6,083

貸付けによる支出 △43,388 △4,090

貸付金の回収による収入 14,838 6,456

敷金及び保証金の差入による支出 △93,270 △98,249

敷金及び保証金の回収による収入 125,296 79,452

投資活動によるキャッシュ・フロー △196,207 △218,493

㈱家族亭（9931） 平成22年12月期決算短信（非連結）

- 18 -



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） △10,000 △10,000

長期借入れによる収入 400,000 400,000

長期借入金の返済による支出 △743,570 △709,502

社債の発行による収入 100,000 －

社債の償還による支出 △10,000 △20,000

リース債務の返済による支出 △3,300 △6,644

株式の発行による収入 9,920 －

自己株式の取得による支出 △145 －

配当金の支払額 △48,938 △49,044

財務活動によるキャッシュ・フロー △306,034 △395,190

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △2,310

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 28,208 254,880

現金及び現金同等物の期首残高 429,904 458,113

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  458,113 ※1  712,993
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 該当事項はありません。  

  

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的の債券  

  償却原価法（定額法） 

(1）満期保有目的の債券  

同左 

  (2）その他有価証券 

  時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法によ

り算定しております。  

(2）その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

    時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

同左 

２. デリバティブ等の評価基

準及び評価方法  

デリバティブ  

時価法  

デリバティブ  

同左 

３．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

(1）商品及び製品 

  総平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法） 

(1）商品及び製品 

        同左 

  

  (2）原材料及び貯蔵品 

  先入先出法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法） 

(2）原材料及び貯蔵品 

  先入先出法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法） 

    （会計方針の変更） 

   従来、半製品については総平均法に

よる低価法、原材料及び貯蔵品につい

ては先入先出法による低価法を採用し

ておりましたが、当事業年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企

業会計基準第９号 平成18年７月５日

公表分）が適用されたことに伴い、商

品及び製品については総平均法による

原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）、原材料及び貯蔵品については先

入先出法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）を採用しておりま

す。なお、これによる損益に与える影

響はありません。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

  ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備は除く）に

ついては、定額法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。  

  建物及び構築物    ３～50年 

  機械及び装置       10年 

  工具、器具及び備品  ２～20年 

  また、取得価額10万円以上20万円未

満の少額減価償却資産については、３

年間均等償却によっております。 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

 なお、のれんについては、５年で償

却しております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (3）リース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が、平成20年12月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借処理に係

る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

(3）リース資産  

       同左  

  

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、過去の貸倒発生率及び債権の

個別評価に基づいて回収不能額を見

積計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 退職給付引当金  

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務見込

額に基づき計上しております。 

(2) 退職給付引当金  

同左 

  (3) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく事業年度末要支給額

を役員退職慰労引当金として計上して

おります。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしておりますので、特例処理

を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

金利スワップ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  （ヘッジ対象） 

借入金の利息 

  

  (3）ヘッジ方針 

  借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っており、ヘ

ッジ対象の識別は個別契約毎に行ってお

ります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  リスク管理方針に従って、以下の条件

を満たす金利スワップを締結しておりま

す。 

ⅰ 金利スワップの想定元本と長期借入

金の元本金額が一致している。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  ⅱ 金利スワップと長期借入金の契約期

間及び満期が一致している。 

  

  ⅲ 長期借入金の変動金利のインデック

スと金利スワップで受払いされる変

動金利のインデックスが一致してい

る。 

  

  ⅳ 長期借入金と金利スワップの金利改

定条件が一致している。 

  

  ⅴ 金利スワップの受払い条件がスワッ

プ期間を通して一定である。 

  従って、金利スワップの特例処理の要

件を満たしているので決算日における有

効性の評価を省略しております。 

  

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び短期投資 

（取得日から３ヶ月以内に満期日が到来 

し容易に換金可能であり、かつ、価値変 

動リスクの僅少なもの）。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理方法 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜き方式によっております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 
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重要な会計方針の変更

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正))を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用してお

ります。これによる損益に与える影響はありません。  

  

        ――――――――――  

  

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年1月１日 

至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年1月１日 
至 平成22年12月31日） 

（貸借対照表） 

１.「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前事業年度にお

いて、「半製品」として掲記されていたものは、当事業

年度から「商品及び製品」として掲記しております。 

  また、「原材料」、「貯蔵品」は当事業年度から「原

材料及び貯蔵品」として一括して掲記しております。 

  

       ――――――――――― 

  

 ２. 前事業年度まで投資その他の資産の「その他」に含め

て表示しておりました「長期貸付金」（当事業年度末残

高87,970千円）は、資産の合計額の100分の1を超えたた

め区分掲記しました。なお、前事業年度の「長期貸付

金」は56,561千円であります。 

        ――――――――――― 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年12月31日） 

当事業年度 
（平成22年12月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保資産 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保資産 

建物 千円206,552

土地 千円650,021

投資有価証券  千円19,740

敷金及び保証金 千円138,717

合計 千円1,015,031

建物 千円206,297

土地 千円650,021

投資有価証券  千円19,090

敷金及び保証金 千円196,676

合計 千円1,072,085

担保付債務 担保付債務 

短期借入金 千円120,000

長期借入金（１年内返済予定

の長期借入金を含む） 

千円638,332

合計 千円758,332

短期借入金 千円110,000

長期借入金（１年内返済予定

の長期借入金を含む） 

千円809,412

預り金 千円117,516

合計 千円1,036,928

※２   土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、再評価差額については、当該再評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地

再評価差額金」として純資産の部にマイナス計上し

ております。 

※２   土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、再評価差額については、当該再評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地

再評価差額金」として純資産の部にマイナス計上し

ております。 

再評価の方法 

  土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める方法

に従い路線価格等に合理的な調整を行って算定して

おります。 

再評価の方法 

  土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める方法

に従い路線価格等に合理的な調整を行って算定して

おります。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の当期末

における時価と再評価後の帳

簿価額との差額 千円△21,598

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の当期末

における時価と再評価後の帳

簿価額との差額 千円△69,640
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

賃借料 千円38,215

減価償却費   16,745

のれん償却費   223,511

役員報酬   69,476

給与手当及び賞与   358,930

福利厚生費   42,545

退職給付費用    4,139

役員退職慰労引当    7,315

賃借料 千円37,946

減価償却費   18,157

のれん償却費   223,511

役員報酬   72,006

給与手当及び賞与   440,289

福利厚生費   53,233

退職給付費用    4,958

役員退職慰労引当    8,065

 販売費に属する費用の割合はおおむね33.7％であ 

 り、一般管理費に属する費用の割合はおおむね  

 66.3％であります。 

 販売費に属する費用の割合はおおむね ％であ 

 り、一般管理費に属する費用の割合はおおむね  

 ％であります。 

31.2

68.8

※２      ――――――――――― ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  

  

  

建物 千円352

計  352

※３ 固定資産廃却損の内訳は次のとおりであります。 

  

建物 千円42,855

工具、器具及び備品   1,689

計  44,544

※３ 固定資産廃却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 千円44,027

工具、器具及び備品   137

計  44,164

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 千円23,801

構築物   799

工具、器具及び備品   878

計  25,480

※４      ―――――――――――     

  

  

  

※５ 店舗閉鎖損失の内訳は次のとおりであります。 

原状回復費用等 千円47,971

計  47,971

※５ 店舗閉鎖損失の内訳は次のとおりであります。 

原状回復費用等 千円9,074

計  9,074
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前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

※６ 減損損失 

    当社は以下の資産グループについて減損損失を計上

   しております。 

   

 当社は原則として各店舗を単位として資産グループ

としております。営業損益が前事業年度までの過去２

年間赤字であり、当事業年度も黒字化が達成できず、

今後も黒字化の見通しが立たなくなったため、資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額いたしまし

た。その結果、当該減少額を減損損失（34,115千円）

として特別損失に計上しております。 

 その主な内訳は建物31,814千円、工具、器具及び備

品746千円及びリース資産1,553千円であります。な

お、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額

（処分見込み価額から処分費用見込み額を控除した

額）により測定しております。 

場所 大阪府箕面市西宿1-13-10 

用途 のきば箕面店（直営店舗） 

種類 建物・工具、器具及び備品及びリー

ス資産 

場所  千葉県柏市南柏中央6-7  

用途  家族亭南柏店（直営店舗）  

種類  
建物・工具、器具及び備品及びリー

ス資産 

※６ 減損損失 

    当社は以下の資産グループについて減損損失を計上

   しております。 

   

 当社は原則として各店舗を単位として資産グループ

としております。営業損益が前事業年度までの過去２

年間赤字であり、当事業年度も黒字化が達成できず、

今後も黒字化の見通しが立たなくなったため、資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額いたしまし

た。その結果、当該減少額を減損損失（ 千円）

として特別損失に計上しております。 

 その主な内訳は建物 千円、工具、器具及び備

品 千円及びリース資産 千円であります。なお、

当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額（処

分見込み価額から処分費用見込み額を控除した額）に

より測定しております。 

場所 千葉県千葉市稲毛区長沼原町731-17 

用途 家族亭稲毛店（直営店舗） 

種類 建物・工具、器具及び備品及びリー

ス資産 

23,664

22,192

714 757
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前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １．普通株式の増加20,000株は、新株予約権の行使による増加であります。    

   ２．普通株式の自己株式数の増加300株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  次のとおり、決議しております。 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式 
数（株） 

当事業年度増加株 
式数（株） 

当事業年度減少株 
式数（株） 

当事業年度末株式 
数（株） 

発行済株式                        

普通株式(注)１  7,036,200  20,000  －  7,056,200

合計  7,036,200  20,000  －  7,056,200

自己株式                        

普通株式(注)２  25,000  300  －  25,300

合計  25,000  300  －  25,300

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年
度末残高 
（千円） 

前事業年度
末 

当事業年度
増加 

当事業年度
減少 

当事業年度
末 

 提出会社 
ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － －  30,750

合計 － － － － －  30,750

 決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年３月27日 

定時株主総会 
普通株式  24,539  3.5 平成20年12月31日 平成21年３月30日

平成21年８月６日 

取締役会 
普通株式  24,608  3.5 平成21年６月30日 平成21年８月31日

 決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年３月30日 

定時株主総会 
普通株式  24,608  利益剰余金  3.5 平成21年12月31日 平成22年３月31日
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当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  次のとおり、決議しております。 

  

  
前事業年度末株式 
数（株） 

当事業年度増加株 
式数（株） 

当事業年度減少株 
式数（株） 

当事業年度末株式 
数（株） 

発行済株式                        

普通株式(注)１  7,056,200  －  －  7,056,200

合計  7,056,200  －  －  7,056,200

自己株式                        

普通株式(注)２  25,300  －  －  25,300

合計  25,300  －  －  25,300

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年
度末残高 
（千円） 

前事業年度
末 

当事業年度
増加 

当事業年度
減少 

当事業年度
末 

 提出会社 
ストック・オプション

としての新株予約権 
－  －  －  －  －  30,750

合計 －  －  －  －  －  30,750

 決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年３月30日 

定時株主総会 
普通株式  24,608  3.5 平成21年12月31日 平成22年３月31日

平成22年８月12日 

取締役会 
普通株式  24,608  3.5 平成22年６月30日 平成22年９月１日

 決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年３月29日 

定時株主総会 
普通株式  35,154  利益剰余金  5.0 平成22年12月31日 平成23年３月30日
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   決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

  

   決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

        ――――――――― 

  

現金及び預金勘定 千円479,113

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △21,000

現金及び現金同等物   458,113

  

２ 重要な非資金取引の内容  

   貸付金及び売掛債権の代物弁済による固定資産 

  の取得 

  

  

現金及び預金勘定 千円741,993

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △29,000

現金及び現金同等物   712,993

   

建物 千円 18,448

工具、器具及び備品    2,954

土地    40,300

計    61,702

（リース取引関係）

（金融商品関係）
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前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券 

    ３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（有価証券関係）

区分 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 
                 

株式  18,128  32,572  14,444

その他  －  －  －

合計  18,128  32,572  14,444

  貸借対照表計上額（千円） 

満期保有目的の債券   

非上場債券  10,000

その他有価証券   

非上場株式  150 

非上場債券   20,000 

  
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

債券         

  非上場債券  －  －  10,000  20,000

合計  －  －  10,000  20,000
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当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券 

    ３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の 

(1）株式  15,608  29,153  13,545

(2）その他  －  －  －

小計  15,608  29,153  13,545

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの 

(1）株式  2,520  1,837  △682

(2）その他  －  －  －

小計  2,520  1,837  △682

合計  18,128  30,991  12,862

  貸借対照表計上額（千円） 

満期保有目的の債券   

非上場債券  10,000

その他有価証券   

非上場株式  150

非上場債券   20,000

  
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

債券         

  非上場債券  －  －  10,000  20,000

合計  －  －  10,000  20,000
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

① 取引の内容 

 当社の利用するデリバティブ取引は、金利スワップ

取引であります。 

１．取引の状況に関する事項 

① 取引の内容 

同左 

② 取引に対する取組方針及び利用目的等 

 当社のデリバティブ取引は、借入金利の変動リスク

を回避する目的で利用しており、投機的な取引を行わ

ない方針であります。なお、デリバティブ取引を利用

してヘッジ会計を行っております。ヘッジ手段とヘッ

ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法につ

いては、重要な会計方針６．ヘッジ会計の方法に記載

のとおりであります。 

② 取引に対する取組方針及び利用目的等 

同左 

③ 取引に係るリスクの内容 

 取引の相手方は、信用度の高い金融機関に限定して

いるため、信用リスクはほとんどないと判断しており

ます。 

③ 取引に係るリスクの内容 

同左 

④ 取引に係るリスク管理体制 

 取引の執行及び管理は、取締役会で承認されたリス

ク管理規程に従って、担当部門が決裁担当者の承認を

得て行っております。 

④ 取引に係るリスク管理体制 

同左 

２．取引の時価等に関する事項 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ

会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。 

２．取引の時価等に関する事項 

同左 

（退職給付関係）

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

 １．採用している退職給付制度の概要  

 当社は、確定給付型の制度として、一部従業員を対

象とした退職一時金制度を採用しております。  

 １．採用している退職給付制度の概要  

 当社は、確定給付型の制度として、一部従業員を対

象とした退職一時金制度を採用しております。  

 ２．退職給付債務に関する事項  ２．退職給付債務に関する事項 

退職給付債務  千円△29,551

   退職給付引当金 千円△29,551

退職給付債務  千円△48,102

   退職給付引当金 千円△48,102

 退職給付債務の算定に当たっては、簡便法を採用して

おります。  

 退職給付債務の算定に当たっては、簡便法を採用して

おります。  

 ３．退職給付費用に関する事項  ３．退職給付費用に関する事項 

   勤務費用  千円13,673

   退職給付費用 千円13,673

   勤務費用  千円18,551

   退職給付費用 千円18,551

  退職給付費用の算定に当たっては、簡便法を採用して

おります。 

  退職給付費用の算定に当たっては、簡便法を採用して

おります。 

 ４．退職給付債務等に計算の基礎に関する事項 

 簡便法を採用しておりますので、基礎率等については

記載しておりません。 

 ４．退職給付債務等に計算の基礎に関する事項 

 簡便法を採用しておりますので、基礎率等については

記載しておりません。 
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前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

 １．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

       販売費及び一般管理費        ― 千円 

  

    ２．権利不行使による失効により利益として計上した金額及び科目名   

       特別利益の「その他」        375千円 

  

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

  

（ストック・オプション等関係）

  
平成16年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役7名、当社従業員15名 当社取締役8名、当社従業員27名 

株式の種類別のストック・オプシ

ョンの数（注） 
普通株式 230,000株 普通株式 445,000株 

付与日 平成17年１月12日 平成18年10月６日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 

① 付与日以降、当社または当社の関係

会社の取締役、監査役、執行役員また

は従業員であることを要す。ただし、

任期満了による退任、定年退職その他

正当な理由のある場合は、この限りで

はない。 

② 新株予約権の割当を受けた者の相続

人による新株予約権の行使は認めな

い。 

③ その他の新株予約権の行使条件は、

株主総会決議及び取締役会決議に基づ

き、別途当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間  
平成18年６月30日～ 

平成21年６月30日 

 平成20年６月30日～ 

平成23年６月30日 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。 

    
平成16年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前 （株）  －  －

前事業年度末    －  －

付与    －  －

失効    －  －

権利確定    －  －

未確定残    －  －

権利確定後 （株）  －  －

前事業年度末    230,000  415,000

権利確定    －  －

権利行使    20,000  －

失効    210,000  5,000

未行使残    －  410,000

    
平成16年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円）  496  615

行使時平均株価 （円）  509  －

公正な評価単価（付与日） （円）  －  75
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当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 １．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

       販売費及び一般管理費        ― 千円 

  

    ２．権利不行使による失効により利益として計上した金額及び科目名   

       特別利益の「その他」        ― 千円 

  

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

  

  
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役8名、当社従業員27名 

株式の種類別のストック・オプシ

ョンの数（注） 
普通株式 445,000株 

付与日 平成18年10月６日 

権利確定条件 

① 付与日以降、当社または当社の関係

会社の取締役、監査役、執行役員また

は従業員であることを要す。ただし、

任期満了による退任、定年退職その他

正当な理由のある場合は、この限りで

はない。 

② 新株予約権の割当を受けた者の相続

人による新株予約権の行使は認めな

い。 

③ その他の新株予約権の行使条件は、

株主総会決議及び取締役会決議に基づ

き、別途当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間  
 平成20年６月30日～ 

平成23年６月30日 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。 

    
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前 （株）  －

前事業年度末    －

付与    －

失効    －

権利確定    －

未確定残    －

権利確定後 （株）  －

前事業年度末    410,000

権利確定    －

権利行使    －

失効    5,000

未行使残    405,000

    
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円）  615

行使時平均株価 （円）  －

公正な評価単価（付与日） （円）  75
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 前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

  該当事項はありません。 

   

 当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

  

  

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成21年12月31日） 

当事業年度 
（平成22年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産）     

未払費用 千円30,079

未払事業税  3,444

減価償却超過額  804

繰延資産償却超過額  269

退職給付引当金  11,997

役員退職慰労引当金   16,817

前受家賃   6,289

借地権  80,981

土地再評価差額金  233,057

減損損失   13,851

その他  291

繰延税金資産小計  397,883

評価性引当額  △330,856

繰延税金資産計  67,026

（繰延税金資産）     

未払費用 千円22,899

未払事業税  9,762

減価償却超過額  638

繰延資産償却超過額  156

退職給付引当金  19,529

役員退職慰労引当金   20,091

借地権  80,981

土地再評価差額金  233,057

貸倒引当金  3,996

減損損失   21,009

その他  273

繰延税金資産小計  412,396

評価性引当額  △336,661

繰延税金資産計  75,734

（繰延税金負債）     

その他有価証券評価差額金 千円5,864

固定資産圧縮積立金  20,924

土地再評価差額金  67,873

繰延税金負債計  94,662

繰延税金負債の純額  27,635

（繰延税金負債）     

その他有価証券評価差額金 千円5,222

固定資産圧縮積立金  19,746

土地再評価差額金  67,873

繰延税金負債計  92,841

繰延税金負債の純額  17,107

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％40.6

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 4.3

住民税均等割  38.3

その他   △0.6

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
 82.6

法定実効税率 ％40.6

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 1.9

住民税均等割  16.9

法人税等還付税額  △3.0

外国税額控除   △1.2

その他   △1.1

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
 54.1

（持分法損益等）

関係会社に対する投資の金額（千円）  54,996

持分法を適用した場合の投資の金額（千円）  46,065

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円）  △8,930
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   決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

   

   前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

（追加情報） 

 当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び「関連

当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用しておりま

す。 

  この結果、従来の開示対象範囲に加えて、親会社との取引及び親会社情報が開示対象に追加されております。 

 １．関連当事者との取引 

    該当事項はありません。  

  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

   親会社情報 

  ＣＣＰ３株式会社（非上場） 

  

   当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

   １．関連当事者との取引 

    該当事項はありません。  

  

 ２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

   親会社情報 

  ＣＣＰ３株式会社（非上場） 

  

    前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

    該当事項はありません。 

    当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

    該当事項はありません。 

（賃貸等不動産関係）

（関連当事者情報）

（企業結合等関係）
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 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ 

       ります。 

      該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 円524.17

１株当たり当期純利益金額 円2.91

１株当たり純資産額 円534.47

１株当たり当期純利益金額 円17.44

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円）        20,404            122,613

普通株主に帰属しない金額（千円）  ―    ―

普通株式に係る当期純利益（千円）        20,404            122,613

期中平均株式数（千株）       7,021         7,030

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円）  ―    ―

普通株式増加数（千株）  ―    ―

（うち新株予約権） （  ―) （  ) ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権２種類（新株予約

権の数410個） 

  

新株予約権２種類（新株予約

権の数 個） 

  

405

（重要な後発事象）
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(1）役員の異動 

   ① 代表取締役の異動   

     該当事項はありません。 

  

  ② その他の役員の異動 

   新任取締役候補 

    取締役 西村正己（現 執行役員管理本部副本部長）    

   退任予定取締役  

    取締役 川端春夫（常勤監査役 就任予定）  

   新任監査役候補 

    (常勤）監査役 川端春夫（現 取締役管理本部長） 

   退任予定監査役 

    (常勤）監査役 秋楽功 

  

  ③ 就任予定日 

    平成23年３月29日 

  

(2）その他 

  事業部別販売実績 

   当社の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

５．その他

事業部門別 
前事業年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

家族亭事業部（千円）  5,921,753  5,878,492

得得事業部（千円）  1,813,757  1,915,332

ＦＣ事業部（千円）  1,220,451  1,401,066

合計（千円）  8,955,961  9,194,891
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